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Ⅲ．働く場の創出に対する自助組織の貢献

経済分野における自助組織は、なにはさて

おき協同組合ではあるが、しかしまた結社、

連合の別の形でもある。ライファイゼンや

ロッチデールの先駆者の時代から、協同組合

の基本原則は、変化する関係の下で生き抜く

こと、あるいは新しい要求に順応する能力の

再開発により組合員を支援することである。

協同組合に加入することによって、自身の力

で生計を立てる個人のチャンスやその他のも

のを高めることができるが、それは個人では
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利用することのできない就職の可能性を、組

合員のグループとして提供されることによっ

て可能となる。組合員は、権利がグループ秩

序に順応することなしには実現しないという

ある組織モデルの経験を積む。そして職や社

会における新しい要求に適合するため、その

基本理念には組合員の能力や知識を継続して

発展させることが必要なのである。

協同組合において協力するということは、

これまで労働環境から排除された人々が、相

互社会的なコントロールの下での平等な組合

員として、お互いの顔の見えるグループに参

加する機会を提供する。この点において彼ら

はある責任モデルを経験することができる。

そのモデルは株主価値における資本会社を固

定することに対抗したモデルであり、その

「サービス価値（service　value）」により積

極的参加、決定の参加、剰余の配分が特徴と

なっている。協同組合の組合員制は、同時に

（ものとり的な）要求に対する思考や、（依存

的な）請求権を主張する考えにとって代わる

プログラムである。世界的な協同組組合運動

の歴史的な創始者達や際立った代弁者達は、

展望を失った若者の模範となるだろう。

一般的な自助組織としての協同組合におけ

る概念の背後に、いくつかの異なる組織モデ

ルが隠れており、働く場の創出や確保の異な

る基準において関係している。

・ 助成協同組合

・ 生産協同組合や労働協同組合

・ マルチ・ステークホルダー協同組合

１．助成協同組合

助成協同組合は典型的に、地方的あるいは

広域的に根付いたグループ事業であり、組合

員・利用者の一定の近い関係を築くことを目

的とする。仕事場の創造、確保は助成活動の

付随効果であり、その付随効果は例えば、特

別充実した支店網をもつ協同組合銀行や消費

協同組合によって明らかとなっている。地方

で定着した協同組合の職場は、商売上のライ

バルによる店舗よりもあまり活気がなく、標

準賃金が支払われねばならない場合は高い費

用が生じる。協同組合支店の開店時間の制限

に対して賃金の柔軟性を持たせることは、こ

の点に関して例えば、スイスで小さな町のﾗｲ

ﾌｧｲｾﾞﾝ銀行によってどのように開業されてい

るのか、支店がただ週に１度数時間どこで開

店しているのか、ということの解決策を示す

ことができるであろう。

ボーナス、地域密着、確実性、組合員の制

度にたいする信頼は長所である。その長所は

特に小規模、中規模の協同組合において、営

利的で主に利益を達成する事業とは区別され

る。通常そのことによって、協同組合は組合

員に取引上のコスト引き下げによるメリット

を提供する。

　大規模な協同組合の場合、生産・労働協同

組合に外注の労働集約的分野を委託する可能

性がある。その組合員は協同組合の昔の労働

者から補填されている。

　助成協同組合によって多くの比較的安定し

た職場が、働く場を創造するプログラムとし

て成り立つのではなく、特に親密なメンバー

や内輪の組織による成果として成り立ってい

るのである。ドイツではいずれにせよ約50

万人が協同組合企業で仕事を得ている。欧州

委員会（第 23総管理局）の委任により国際

協同組合同盟（ICA）では次のような概要を

発表している。ヨーロッパの41カ国で500万

人が 28万 8000の協同組合で働いており、そ

れは２５のヨーロッパにある大企業の雇用者

数に匹敵する。（２１）
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２．生産協同組合

　ドイツでは生産協同組合での経験は非常に

多様であった。2つの世界大戦直後における

緊急時の間、固有の連合を持つ多数の生産・

労働協同組合が存在した。（２２）経済や労働市

場における（苦境の非常事態の克服後）関係

が正常化した後、生産協同組合は明らかに減

少し、低レベルにとどまることになる。理論

的視点から、個人の力で失業を克服するうえ

で１つの理想的な方法であるに違いない生産

協同組合の普及度がわずかなことについて、

一般的に知られている理由について触れてみ

る。（２３）

―低い教育（訓練 /修業）状況の社会的弱者

による協同組合能力（資格）の不足と少な

い出資能力。

―民主的な事業組織モデルの固有の弱点。

（そこでは管理や配当に対する紛争が生じ

る。）

　そのうえ社会制度によっていちだんと失業

の経済的な影響が緩和される場合、自助を

目的とする協力を組織するための強制がな

い。

　さらに以前のドイツ民主共和国や中部・東

ヨーロッパの国における強制的集団化の経験

から、多くの人間は集団で取引、労働するこ

とに対して不信の念を抱いている。

　その他の局面として、ドイツの協同組合法

が少しずつ大規模な協同組合の要求に合わせ

られたにもかかわらず、その後、小規模生産

協同組合や自主管理企業に適した法律的枠組

みは欠如したままである。

　そして最後に小規模生産協同組合や自主管

理企業を設立、開発するための助成手段の欠

如が、助成計画のみならず労働市場政策にも

みることができる。それはもちろん、生産協

同組合には強力なロビー活動がないからであ

る。（２４）

「生産協同組合」モデルをより実行可能と

するために、Flieger（２５）は実行するには容

易に転換することができない清教徒的規則と

柔軟に付き合うことを紹介した。それは例え

ばただ組合員だけが協同組合経営で働くべし

ということである。

近隣国の経験は次のことを示している。そ

れは有利な限定条件（適切な法的枠組み、助

成対策、特別な税務上の取り扱い）の場合に、

生産協同組合と労働協同組合ならびに助成・

生産協同組合が混合した組織にとって、これ

まで利用されなかった可能性があるというこ

とである。Flieger（２６）はこの点に関して次

の2つの協同組合を区別している。一方は社

会的能力のある協同組合（S o z i a b i l i t a e t s

genossen schaft）、つまりそれは介護や修繕

作業のようなサービスの提供を受託する協同

組合のことで、低資格者に地域における安全

を提供する協同組合である。他方は例えば高

い技術分野のような新しい成長分野における

高い資格を結合するための専門的協同組合で

ある。社会的能力のある協同組合において、

お互いの顔が見えるグループ組織に利益とな

ることは、当事者（失業者、社会的弱者）や

ボランティア、専門家を含めることで実現さ

れるであろう。―相互学習、グループでの保

護、孤立や欲求不満の克服―　

グループにおいて自助能力、学習効果を活性

化させることは、支援効果の持続性に関して

いえば、社会的弱者をなによりも受身の給付

受給者として見なし扱う行政の雇用創出策に

対して明らかな利点を約束する。

この点において自助の支援のための手がか

りをも見ることができる。

もちろん、失業を解消するためのこのよう

な組織のできる限りの貢献は実際に評価され
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ねばならないが、生産協同組合は大失業問題

に対する解決を何も約束していない。生産協

同組合は、自助能力や自助の覚悟のある人々

に対する失業からの脱出を楽にするためのい

くつかの可能性の１つにしかすぎないのであ

る。

ドイツでは、生産協同組合における労働者

はおよそ18,000人と比較的わずかである。他

方ドイツとは異なりフランスやイタリアで

は、生産協同組合や労働協同組合における被

用者数は著しい。（２７）

　にもかかわらず、これらの組織モデルの知

識を広く知らせること、小規模生産協同組合

における限定条件の改善を考慮することには

価値がある。なぜならこれらの組織モデル

は、大失業問題克服のための長期の打開策を

求め得る方向性を指し示すからである。生産

協同組合や自主管理企業は実験計画として、

サービス社会における労働環境の要求と将来

的におり合うことに役立つことができる。

・ 個人利害の伸張

・ 個人能力の信用

・ 生涯学習

・ 工業社会の観念により刻み込まれた労

働法の融通のきかない規定からの脱却

「自らを養うことをやってのけ、自分の子

供たちに毎日の労働の手本を示すどの社会支

援給付者もが」（２８）、あらゆる努力において

就労のチャンスをつかむことを証明してい

る。

３．マルチ・ステークホルダー協同組合

　大失業と社会扶助への依存は、ますます地

方自治体予算の負担を重くしている。現行制

度の規則に従うと、自らを養い子供に手本を

示すような人間ですらよく社会扶助受給者と

なるが、彼らが自助に対する意欲を持つこと

ができ、協働組織に精通し、そして困難な出

発時に助言や支援を分かち合うならば、その

人間は完全に自らを支援することができるで

あろう。

　自助組織を個人あるいは構成員の経済組織

（家計、事業体）の機会を与えるものとのみ

とらえるのではなく、地域に根ざした自助と

して見なすならば、イギリスやアイルランド

において長年実践されてきたコミュニティ協

同組合（Gemeindegenossenschaften）（ ２９）

のモデルにたどり着く。

　コミュニティ協同組合の特徴は、共通の目

標を達成するために、公法上の団体の協力、

地域で事業を行なっている民間組織（ＮＰ

Ｏ、企業、教会の施設）、そして自然人（社

会的に不当に扱われている人、名誉職にある

人、専門家）の協力にある。

・地域のための目標：失業を財政的にまかな

う代わりに、地域にとって価値のある仕事

を援助することで社会支出による負担を軽

減すること。地域における生活の質を上げ

ることに貢献するがまだなされないままで

ある労働成果や社会的課題の達成。

・社会的に不当に扱われている人のための目

標：受身の扶助受給者のままでいる代わり

に、労働組織で共同決定するチャンス、あ

るいは資格を引き続き改善するためのチャ

ンスのある支払いのなされる雇用を見いだ

すこと。

・社会生活をやめた市民（退職者）と年金生

活をしている専門家（若い年配者）のため

の目標：彼らの職業経験や能力を名誉職に

生かすチャンスと、例えば新しい課題を第

3の人生の節目において見つける可能性を

与えること。

これらのコミュニティ協同組合の形態は異

なる組合員制と、同時に経済的・社会的な目
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標を設定したことにより特徴付けられてい

る。社会扶助額を超える賃金を保証するた

め、協同組合で働いている組合員が十分な経

済的収益を獲得せねばならない一方で、地域

や「援助されている」組合員にとって、協同

組合の社会的な目的が適切なコストで実際に

達成されるということが重要である。これら

は「社会監査（social audit）」の特殊な方法

によってなされる。（３０）

さまざまな構成員集団の目的が異なるた

め、イギリスではコミュニティ協同組合のた

めの特別な組織構造が発展してきている。そ

れは、事業の経済効率のみならず、社会的な

目的の達成段階を把握するためにも、経済評

議会と社会評議会（経済評議会の委員会とし

て）を行うこと、ならびに収支決算表や社会

決算表を提出するといった構造に示される。

地方自治体はその予算に特別費目を明示

し、コミュニティ協同組合の財政を援助す

る。さもなければ、社会扶助給付のために支

出されることになるはずの金額を資本金とし

て利用する。その資本金によってコミュニ

ティ協同組合は融資され得る計画についての

コストプランの申請や提出を行い、資金を申

請することができる。計画の社会的な有用性

に応じて、自治体は貸付金あるいはそのコス

トに見合う助成金を提供することができる。

コミュニティ協同組合は少なくともコストの

一部くらいは、いずれの場合であっても与え

られて当然なのである。

マルチ・ステークホルダー協同組合のこれ

らのモデルは、新しい労働概念の実現のため

にも役立てられるかもしれない。「ローマク

ラブの報告」の著者、さらにフランスやイギ

リスの研究者も念頭においているように（３１）、

市町村行政、企業、職業教育の場、非政府組

織が協同組合の形態において利益共同体を結

成するならば、この共同の組織によって個人

（同様に組合員である）と長期雇用契約を結

ぶことができるであろうし、その契約は有給

労働の時期、学び教える時期、社会的に有用

で名誉的、兼任的労働の時期、自家消費生産

の金銭化されない労働の時期をまるごと結び

つけることができるであろう。

この考えは、フランス協同組合運動の創始

者 Fourierの考察に遡ることができるであろ

う。彼は変化する就労や余暇による理想的な

日常の経過を工場での単調な労働生活に代わ

るものとして、労働組織にとって目指すに値

するモデルであるとみなした。（３２）

Ⅳ．自助組織の奨励による働く場の創出の

可能性

１．概念としての自助に対する援助

自助に対して外部から援助することは必ず

しも矛盾するというわけではない。しかしそ

れは実現するには困難をともなう着想であ

る。この際のテクニックは、自助を外部援助

で代替し、排除し、あるいは意のままに操る

ことなしに、外部による援助の適切な方法や

配分を見いだすことである。これまでの経験

によると、次のような前提条件を満たしてい

れば自助に対する援助はとりわけ成果をあげ

る。

（a）説得力のある構想は、効果的な転換

例によって最もよく示される。この

点に関して、近隣諸国の経験（イギ

リスのコミュニティコープ、イタリ

アの社会連帯のための協同組合）に

ヒントを求めることができる。しか

しそれはドイツにおける自主管理企

業の例も同様である。（３３）

（b）関係者の構想や助言を普及させるう
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えで決定的な意義をもつのは自助支

援組織である。イギリスにおける若

干の地方的、広域的な協同組合開発

機関はこうした自助支援組織の成功

例である。「新しい協同組合」に力を

尽くす協同組合連合や例えばネッツ

登録協同組合も同様である。

（c）なによりも現場で「開発企画者」と

しての役割を演じる促進者（奨励

者）、ビジネス・インキュベーターが

説得力のある構想とならんで、成功

した自助奨励プログラムの１つであ

る。

（d）そのうえ、どの自助組織を支援し、あ

るいはせめて妨げることをしない、

という大まかな限定条件が重要であ

る。（３４）

２．自助支援者としての促進者

　自助の潜在能力は使われないままであるこ

とが少なくない。なぜなら当事者や関係者、

また就労運動の支援者さえも従来の思考パ

ターンにとらわれているからであり、例えば

失業者や社会扶助受給者のための職場は、必

要とあれば公的資金によって意図的に創出、

準備されて当然だと思っているからである。

グループにおける自助を活発化させ、あるい

はマルチ・ステークホルダー協同組合の意義

において、協同組合的構想の効用について研

究することは軽視されている。それはとりわ

け、そのことが知られていないからに他なら

ない。

　自助支援者の課題は、市町村や社会的に不

当に扱われている人に自助の潜在能力を覚醒

させることである。失業者や社会扶助受給者

を労働生活に組み込むという目的で自助支援

を行う場合、何よりも大切なことは、経済的、

社会的に意味のある計画において、社会扶助

のために用いられてきた資金の一部と、失業

者や名誉職的な援助者の職業経験の自己資源

（労働力）を現場に創造的に投入するための

組み合わせである。

　奨励プログラムの知識（スタート時の援

助、設立目論所に基づく融資、ベンチャー

キャピタル Risikokapitalの利用、専門的助

言）こそは、市場分析や収益計算書の作成能

力と同様に自助支援者が当然持つべき資格で

ある。

　まさに重要なのは経験を交換することや共

通の活動をすることによる教育上の能力と、

グループでの計画参加や相互学習の方法に関

する知識である。

　この自助支援者は外部援助が特に用いられ

る場合、とりわけ設立段階において、社会的

に不当に扱われている人を経済・地域生活へ

組み込む自助組織から通常しかるべき支払い

を受けることができない。

　それゆえ重要な構成要素は、協同組合連合

あるいは非政府組織による広域合併行政区に

おいて、市町村行政による地域レベルの自助

組織のあらゆる奨励プログラム、自助支援者

としての促進者の養成と任用を行なうことで

ある。そして危機的な開業期間に、促進者が

自助の潜在能力を発見し、鼓舞し、自助組織

に伴うことがその中心課題である。（３５）例え

ば現場で社会扶助受給者の相談を行うため

に、社会扶助給付による市町村の負担を軽減

する措置として熟練したソーシャルワーカー

を採用するといったことがあげられる。

　促進者のその他の課題は、協同とネット

ワーク化を達成するという目標を持つ他の自

助組織とのコンタクトをつくりだすことであ

る。

　有能な熟練自助支援者は、この主のテーマ
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を今まで扱わないかあるいはついでに扱って

いる学校や職業学校において、彼らの仕事と

平行して、自助組織の構想を普及する要因と

しての役割を果たすことができるであろう。

　この点に関して、協同組合的協同の諸原則

と長所を兼ね備えた雇用の普及が重要な貢献

を果たすことができる。つまり、ますます多

くの若者、失業者、不当に扱われている人々、

障害者が労働生活から切り離される、という

主傾向に対する逆の潮流がみられる。

　絆や進路の喪失を問題であると感じ、顔と

顔を合わすことのできる場所で根付くことを

求めている人々に対して、ICAが 1995年に

定式化した協同組合の基礎的価値は、新しい

方向性を示すことを約束するであろう。（３６）

そのための条件は、この考えの知識を広める

こと、そして促進者、協同組合人、指導者の

態度や行為によってこの考えの信頼性を失わ

ないようにすることである。

３．限定条件の改善

　今日まで、社会的に不当に扱われている人

のために労働市場政策を転換することや就労

創出策の資金を準備することは、行政側の監

督、高い行政費用、しばしば人間の尊厳を失

墜させる管理によって特徴付けられている。

しかし賞賛すべき例外があることもたしかに

明白である。（３７）

　今日まで基になっている考えのパターン

は、ものとり的な思考（国が支援をすること

が当然であると考える思考　訳者補記）や請

求権に対する考え（給付に対する依存的発想

　訳者補記）を助長する「反対給付の具体的

な要求」のない公的資金によって個人を支援

することである。今日たしかに、新しい考え

を取り入れることがはじまっている。（３８）

　市町村共通の社会問題や地域において社会

的に不当に扱われている人々の問題解決のた

めに自助組織の奨励を目的とすることは、今

日のドイツでは当然というよりも例外的であ

る。社会的に不当に扱われている人の自助力

を活発にする考えとしての自助支援は、労働

行政においては一般的に知られていない。そ

れに関して緊急に新しい支援に対する構想が

展開され、受け入れられそして広められる必

要がある。

　公益性に関する規定はこれまでわずかな範

囲においてのみ、不当に扱われている人々の

自助組織に適用されたにすぎない。例えば不

特定の受給者グループに社会的、あるいは医

学的サービスを提供している公益団体に対し

てである。通常協同組合においては、組合員

の支援に限定するので公益性は認めることが

で き な い 。 非 組 合 員 と の 取 引

（Nichtmitg l iedergeschaeft）が拡大するこ

とによって公益性の要求はかなえられること

になるが、自助組織としての協同組合的協同

の基本原則には背くことになるであろう。

　大失業という重大な問題に直面して検討さ

れるべきことは、他のEU加盟国の実状のよ

うに、地域における働く場の創造と確保を目

的とした、ここで取り上げられているマルチ

ステークホルダー協同組合に対しある一定の

期間（例えば開始時期の5年間）、あるいは

一定額の不分割積立金を創出することに対し

て、「公益性に関する政令」に対応する税制

上の優遇を保証することである。

　法的限定条件に関して言えば、一方で協同

組合法の規範は、小規模の協同組合の設立費

用、組織費用、審査費用が負担できる範囲に

あるという方向で新しい条項が追加される必

要があるのではないだろうか。それは具体的

に現実可能である。

・ 組合員7人以下の小規模協同組合を設
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立すること。（例えば３人あるいは５

人の設立組合員）

・ 組合員２０人以下の小規模協同組合は

監事会の選任を放棄することができる

ということ。（他のEU諸国の実状がす

でにそうであるように。）

・ 小規模な協同組合には監査組合監査の

特別料金が導入されるべきである。あ

るいは例えば小・中規模協同組合の監

査組合のような特定の監査組合に加盟

するべきであろうということ。

　立法機関に対するこのような要請に関し

て、すでに十分な同意がある。

ＥＵによって奨励されている研究

（DIGESTUS）において、現在のところ、EU5

カ国（ベルギー、フランス、イタリア、スペ

イン、ドイツ）の社会的目標設定および改革

努力を行っている企業の法的限定条件は比較

され、法的限定条件や支援のガイドラインを

新しく改革するために提案がなされている。

Ⅴ．結論

　小単位の構造であり、地域的に根付くこと

を特徴とする助成協同組合は、市町村や地方

において働く場を創出しており、組合員を支

援している。こういった職場において、短期

の採算性に基づく変動に脅かされることは営

利経済企業よりもまれである。

　働く場を創出することは助成協同組合の優

先的な目的ではなく、その経済活動の成果で

ある。1998年の時点で、ともかく約 50万人

の労働者が協同組合に雇用されている。

　生産・労働協同組合は、組合員に対して労

働・所得のチャンスを提供することを方向付

けてはいるが、人員および規模がわずかなの

で（1 9 9 8 年現在、4 3 6 の営業協同組合で

18,000の組合員）依然として失業を撲滅しよ

うと努力することに対して付随的な貢献を

行っているにすぎない。大失業の時代には、

協同組合モデルにおける機能ルールの認知度

が高まり、自助支援プログラムが適切に組み

こまれならば、そして小規模生産協同組合ま

たは自主管理企業に対する法的、経済的、税

制上の限定条件が協同組合の発展を妨げるの

ではなくて促進する方向で改善されるなら

ば、こうした協同組合の組織タイプには重要

な発展ポテンシャルが存在する。

　はじめにイギリスで起こったコミュニティ

協同組合は、社会的弱者を労働生活へ組み込

むうえで、とりわけ成果の期待できるモデル

として登場する。その協同組合は地域におけ

るあらゆる自助ポテンシャルの活発化を可能

とし、資本が低資格の労働（者）を求めるこ

とを期待する代わりに、労働組織が資本を得

る可能性を開くものである。

　失業の克服のために自助組織が協同組合原

則に従って果たし得る最も重要な貢献は、孤

立化、絆の喪失、若者や社会的に不当に扱わ

れている人の依存的発想といった一般的な傾

向の克服を現実化する役割を演じることであ

る。

　価値を伝える従来の社会制度（家族、学校、

クラブ、地域、協会）が機能を喪失していく

一方で、協同組合の価値制度は、現在発生し

ている価値の空白を埋めること、自助力を強

化すること、自発性を刺激すること、お互い

の顔が見えるグループにおける共同決定、連

帯責任の現実化、権利と義務の必然的な結合

の理解を呼び覚ますことに役立つものであ

る。

　サービス提供社会における労働と社会国家

の構想を描くために不可欠なことは、努力せ

ねばならない正常な状況とは労働生活の全期
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間にわたる依存した終身賃金労働である、と

いう従来の概念から離れることである。今日

の社会では、労働市場で要求される柔軟性と

即応能力の幅をつくり出してそれを持続的に

維持するために、労働が権利と責任の1つの

束であると理解され、生涯学習が有給の就業

労働と並んで幅広く多彩さを持つ活動として

理解されるという新しい方向付けが行なわれ

る必要がある。将来の労働生活は有給の労働

時間のみから生じるのではなく、自家消費生

産の非金銭的な労働のような名誉的、兼業的

仕事を含むものだということが考慮されなけ

ればならない。

　サービス提供社会における労働は、個人を

１つの雇用者と１つの労働契約においてでは

なく、ライフサイクル、多層の労働サイクル

活動に合わせて、諸組織の事業連合または協

同組合組織と長い期間（5～10年）にわたる

雇用契約を結ぶことになる。それとともに、

自発的に責任を引き受け、一般的に受け入れ

られている規則を守る覚悟をし、資金の共同

出資によってグループ利益が現実化するよう

に、顔の見渡せる共同社会において根付くこ

とに対する人間的欲求が考慮され得るのであ

る。

　労働・共同社会の生活に社会的弱者を統合

することを目的とする自助組織の促進が大い

に成果のあるものならば、協同組合的な結合

の設立は、働く場を創出するために国により

計画、融資され、官僚に管理された計画とし

て構想されてはならない。開発プログラムに

おいて協同組合の協同の原則や方法、顔の見

渡せるグループでの共同決定・協力・連帯責

任の長所と義務について知識を広げる努力が

なされる場合、開発協力の経験は、期待され

るポジティブな効果がただ生じることを裏付

ける。その努力は関係者の個人的利害のため

に自発的に結びつくことにつながるのであ

る。報奨を提供することは、自助組織の発展

を速めるが、副作用をももたらすことにな

る。それに対して有利な法的限定条件をつく

りだすことは、成果をあげるために不可欠な

条件の1つとされている。

　そのように見ると協同組合の促進は資格・

信念のある促進者を投入することによって、

価値と二次的美徳の伝達、グループにおける

相互学習、自助能力と自助準備の開発、積極

的な参加のための方策として以下の様に役立

つものである。

・ 自助準備や自助能力のある失業者に

とって、労働集約的な職において共同

で自己決定的に地域に根付いて労働

し、学習するための可能性として役立

つ。

・ 地域にとって、失業の期間に財政的援

助をする可能性の代わりに、異質の分

野の組合員を有する自助組織（マル

チ・ステークホルダー協同組合）で地

域の資源を結集することによって地域

のグループ事業の労働と学習を支援す

る可能性として役立つ。

　働く場を創出し確保する努力、あるいは排

除された者を労働生活に組み入れる努力を当

事者の自助組織が行なうならば、反対給付に

対する具体的な責任や扶助受給者の自助意思

の高揚を目標とした努力をともなわないこれ

までの制度、つまり受身的な扶助受給者を扶

養する制度に代わるものを福祉国家に対して

提供する。

　社会的に不当に扱われている人が協同組合

において協力することを可能とし、そしてそ

うすることにより失業の経済的・社会的コス

トを下げるために、自助支援者としての資格

ある促進者を投入することが不可欠である
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が、それは長期間の役に立つ投資である。な

ぜなら知識の共有、協力、社会的コントロー

ル、連帯責任の意味で実際に共同決定を行な

うことは顔の見渡せるグループにおいてのみ

可能だからであり、コミュニィティ協同組合

の援助によって将来の労働形態、つまり有給

の賃金労働と名誉職的な労働の組み合わせ、

持続的な効果がありながらも過度に多額のコ

ストのかからない学習や教育との組み合わせ

が実現され得るからである。

　失業者をサービス提供社会に組み入れるこ

とは協同組合の自助にとって伝統的なケース

である。伝統的な知識や経験がその価値をな

くすという変化の早い時代に、協同は自助準

備のできた個人に対し、個人一人では達成す

ることができない新しい労働環境へのアプ

ローチを自発的に他の人と協力する組織に

よって可能にするためのチャンスを提供す

る。

　Ulrich Beckは、彼の新著『すばらしく新

しい労働環境』のなかの「挑戦の喜ばしい受

諾」という章で以下のことを書いている。
（４０）

　「喜べ、あなたの知識と能力は時代遅れで

あり、そして将来必要とされるために何を学

ぶべきかを誰もあなたに告げることはないだ

ろう。」

　自助組織をもつ世界の多くの国々で長年に

わたり働いている人の場合、将来の予測がい

くらか楽観的なものとなる。なぜならば協同

組合では、将来われわれが新しい労働環境に

おいて生き残るのではなく、積極的に協力し

てその環境をつくりあげるために必要とされ

ることを学ぶことができるからである。

（２１） 参照：ICA:Project96/014:Statistics

and Information on European co-

operatives; Draft Final Technical

Report for European Commission ,

Directorate-General ⅩⅩⅢ , Genf

1998, S. 7.
（２２） 参照：Albrecht, Gerhard:

Produktivgenossenschaften , in :

Bundesjust izminister ium , Zur

Reform des Genossenschaftsrechts ,

Referate und Materialien, 3. Band,

Bonn 1959, S. 369 ff.

Flieger, Burghard:

Produktivgenossenschaft a ls

fortschri t ts faehige Organisation ,

Marburg 1996, S.61 ff.
（２３） Flieger, Burghard:

Produktivgenossenschaft a ls

fortschri t ts faehige Organisation ,

Marburg 1996, op. cit. , S.69 ff.
（２４） 参照：Beywl，Wolfgang: Neue

Chancen fuer

Produktivgenossensch af ten―

Ueberlegungen zur Novel l ierung

des Genossenschaftsgesetzes , in:

Verein zur Foerderung des

Genossenschaftsgedankens (Hrsg . ) :

Perspekt iven der

Genossenschaften, Impulse fuer

e ine demokrat ische

Marktwirtschaft , Darmstadt 1990 ,

S. 81.
（２５） Flieger, Burghard:

Produktivgenossenschaft a ls

fortschri t ts faehige Organisation ,

Marburg 1996, op. cit . , S.478.
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（２６） Flieger, Burghard:

Gen ossensch af tsgruendun gen mit

Kombilohn, op. cit. , S.13-15.
（２７） 参照：ICA: Project 96/014: Statistics

and Information on European co-

operatives; Draft Final Technical

Report for European Commission ,

Directorate-General ⅩⅩⅢ , Genf

1998,ここで以下のワーカーズコー

プに関する数が挙げられている。

　　　スペイン：163,925組合員と 183,255

被用者を有する 13,101の協同組合

　　　イタリア：336,217組合員と 237,867

被用者を有する 8,884の協同組合

　　　フランス：19,440組合員と 30,000

被用者を有する 1,450の協同組合

　　　この概要におけるドイツの数は意外

にも多い。291,000組合員と

105,500被用者を有する 1,477の協

同組合。おそらく新しい州と自主管

理企業における農業協同組合が非協

同組合の法形式に含められている。
（２８） Schmid, britta: Arbeit und Bildung

statt Sozialhilfe, in: FAZ vom 3.

April 1997, S. 5.
（２９） 参照：Spreckley, Freer: Community

Co-operatives, a Guide to Working

Constitution with a Social Content,

Workaid, Beechwood College publi-

cations, Leeds, o. j .

Muenkner, Hans-H.: Neue Felder

genossenschaftl icher Taetigkeit , in :

Grosskopf, Werner( Hrsg. ) :

Genossenschaft l i ch Fuehlen-

Genossenschaft l i ch Hadeln ,

Festschrift fuer Dr. Hermann

Hohner, Veroeffentlichung der

Forschungsstel le fuer

Genossenschaftswesen an der

Universitaet Hohenheim, Band 5,

Stuttgart-Hohenheim 1989, S. 53

ff .
（３０） 参照：Spreckley, Freer: Social Audit,

a management Tool for Co-opera-

tive Working, Workaid, Beechwood

College publications, Leeds, o. j .
（３１） Giarini und Liedtke, o. cit., S. 219

ff. ; Perspectives, What is the future

of work？ Ideas from a French

Report, in : international Labor

Review Volume 135 N°1, 1996/1,

S. 93 ff.;

Chambers, Robert and Leather,

Alan: Volunteers and the Future of

Britain ’s Development Cadre, Two

Papers, DP 120, Dec. 1977, Insti-

tute for Development Studies of

Sussex, Brighton BN 19RE, En-

g la n d .
（３２） Abwechslung von Arbait und

Mussezeit , statt einer

Spezialisielung, viele

Spezials ielungen , um damit「der

Arbeit den Charakter des

Muehsamen zu nehmen und sie zu

einer Art erfreulicher Taetigkeit

umzugestalten」, Geide , Charles,

St ich wort「Fourier」in :

Totomianz, Vahan: Internationales

Han dwoer terbu ch des

Gen ossenschaftswesen s, Ber l in

1928, S. 263; um ein neues, posi-

tives Verhaeltnis zur Arbeit zu

entwickeln, Seidel , Bruno:
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Stich wort「Fourie」in :

Han dwoer terbu ch der

Soz ialwissenschaften, 4 . Band,

Tuebingen, Goettingen 1965, S. 99
（３３） 参照：DG BANK, Die Deutschland

Genossenschaften 1998, Frankfurt

am Main 1998, S. 46, 47.
（３４） 今日、Fondazione Europa

Occupazione,Romとブリュッセルの

CECOPにより調整されている計画

DIGESTUSにおいて、EUの選出さ

れた国では社会的な目標設定を持つ

事業を発展させるために限定条件に

ついて研究がおこなわれている。

　　　コンタクト：Enzo Pezzini, CECOP

R&D, e-mail : snzo-

pezz in i@eu rone t . be .
（３５） 参照：Roepke, Jochen:

Wirtschaft l icher Wandel und

g en ossensch af t l i ches

Unternehmertum, in : Marburg

Consult fuer Selbsthil fefoerderung

eG(Hrsg . ) : Genossenschaft l i che

Selbsthi l fe und struktureller

Wandel, Marburg 1992, S. 13 ff. ;

Flieger, Burghard:

Gen ossensch af tsgruendun gen mit

Kombilohn, op. cit., S. 30 ff.
（３６） Internationaler

Gen ossen sch a f t sb u n d( I GB) :

Ste l lun gnah me z ur

genossenschaft l i chen identi taet ,

Genf 1995 .
（３７） 参照：Betzelt, Sigrid: Kommunale

Arbeitsfoerderung, Hilfe zur Arbeit ,

op. cit. ;

Evers, Adalbert; Schulze Boeing,

Matthias: Oef fnung und

Eingrenzung. Wandel und

Herausforderungen lokaler

Beschaeft igungspoli t ik , erscheint

in Zeitschrift fuer Sozialreform

Heft 11/12, 1999.
（３８） Muenkner, Hans-H.: Reformbedarf

in bezug auf rechtliche

Rah menbeding un g en fuer

Unternehmen mit soz ia l

Zielsetzung in Deitschland, Beitrag

zum DIGESTUS pro ject , Marburg

1 9 9 9 .
（４０） Beck, Ulrich: Schoene neue

Arbeitswelt , Frankfurt a .M. / New

York 1999.


